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障害児通所支援に関する検討会 資料 

帝京大学 稲田尚子 

 

障害児通所支援の質の向上のために 

障害児通所支援の質の向上のための事業所支援として、地域格差なく、全国のすべての事

業所が一斉に取り組むことができるユニバーサルな仕組みがあり、その上に、児童発達支援セ

ンターが地域の中核機能を発揮する、という多層的な取り組みが肝要と考えます。ここでは、前

者のユニバーサルな仕組みに焦点を当てて意見を述べてまいります。 

 

１． 自己評価表の変更（外部評価研究で使用したものを参考に） 

事業所の自己評価表は、地域格差なく、全事業所が一斉に取り組めるものであり、すでに現場

で活用されているものです。しかし、ほとんど満点をつけている事業所も多くみられることから、さら

なる質の向上のために『障害児支援のサービスの質の向上のための外部評価の実施とその検証

のための研究』で開発した自己評価表を参考に改訂することが望まれます。主語が「子どもひとり

ひとり」となっており、子どもを真ん中にした視点を常に確認できることにつながります。また、満点を

とるのは難しい設計になっていますので、各事業所が質の向上のために取り組むポイントが抽出で

きると考えられます。 

 

２． 子どもに特化した研修システムの整備：児童発達支援管理責任者研修及び入職者基礎

研修 

現在の児童発達支援管理責任者の研修に関しては、子どものパートはごくわずかで、現場から

は子どもの発達、支援が分からないという声をよく耳にします。この現場の困り感に沿った研修を実

施し、子どもの包括的アセスメントと支援に関する研修の時間が増えることにより、子どもの発達や

障害特性に関する理解が促進され、ひいては支援の質の向上につながると考えられます。また、入

職者向け基礎研修として、ボトムラインの質を確保するために、オンデマンド版等を国や自治体が提

供することが望まれます。 

 

３． 個別支援計画は 5領域すべてについて記載＋行動問題、家族支援の領域も追加 

子どもの発達支援は総合的支援であるべきですが、私の知る限り、現状の個別支援計画は、2、

3の領域について作成されていることが多く、領域の選定も事業所にゆだねられています。個別支

援計画作成の際に領域を網羅することで、子どもの全体像が把握でき、また、保護者のニーズだけ

でなく、子どものニーズを総合した支援計画につながると考えられます。また、行動問題の低減に関

する領域を追加することにより、行動問題に替わる適応的な行動の獲得の支援や環境調整につな

がります。また、保護者とこどものWell-beingのために、家族支援という領域も不可欠です。 
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４． 半年ごとに支援のアウトカムの評価 

半年ごとに個別支援計画は更新されていますが、内容が数年間同じままという場合も散見され

ます。半年間でどのような成果が得られたのかについて記述し、受給者証の支給の際に考慮される

必要があると考えます。IQ、DQの向上を安易なアウトカムとすることは避けるべきで、また必ずしも

標準化された検査を用いる必要はないと思われますが、主観的な記述ではなく、何らかの数値化さ

れたものが望ましいと考えられます。その際、スキル獲得や何らかの改善に限らず、維持しているこ

とも成果であると考えられる場合があり、また、子どもだけでなく保護者の変化もアウトカムとなりえ

るでしょう。これにより、半年後に目指す姿についての妥当な目標設定がなされ、支援方法の見直

し、ひいては支援の質の向上につながると考えられます。   

 

５． 保護者の仕事・子育て両立支援としての手厚い保育のための保育所等訪問支援事業の

強化 

  幼児期の児童発達支援は、早期療育としての機能もあるため、保護者の仕事・子育て両立支援

としての手厚い保育と専門的な支援とは区別される必要があると考えます。手厚い保育およびイン

クルージョンの推進のためには、保育所・幼稚園等への保育所等訪問支援事業がより柔軟さをもっ

て強化されることが望まれます。間接的に保育士、幼稚園教諭、加配スタッフ等の専門性の向上が

期待されます。 
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障害児通所支援に関する検討会 資料 

鳥取大学 井上雅彦 

 

１． 強度行動障害、外国籍の ASDのある子どもなど行動上の配慮が必要な利用者に対す

る対応を地域内チームで支援していく仕組みをつくる 

・要対協に関わるケースなどもある、地域内で支援機関が決まらず放置されるというケースが生

じないように行政が主たる委託先を決め、周囲が連携して継続的に支援できる体制を作る必

要があるが、その際に児童発達支援センターがリーダーシップをとれるような制度設計と職員

研修、連携システムを作っていただきたい。 

２． 家族支援としてのペアレントトレーニングの推進 

ペアレントトレーニングはＷＨＯにおいても推奨され、子どもの発達と親の心理的ストレス

の改善に効果的であることが示されており、親のウエルビーイングには欠かせない支援で

ある。また行動障害の重篤化予防のためにも重要である。このような支援は徐々に広がっ

てきているが、どこの地域でも受けられるわけではなく、資金と人材養成が今後の課題と

して指摘されている。児童発達支援センターや先進的な事業所が中心となって進めていく

体制をぜひとも検討していくべきである。現在我が国での標準的なプログラムである基本

プラットホームとマニュアル、支援者養成のプログラムが完成し、本年度は評価尺度も完

成する予定である。これらを活用できるための試行事業の展開、適切な加算や人材養成

も検討していくことが必要である。 

３． 相談支援専門員の専門性向上のための研修と支援システムの導入、待遇の向上 

  ・今後相談支援専門員の役割はますます重要になってくると考える。必要な支援について主観的

な判断のみに依存するのではなく、利用者やそれ以外の関係者に対して客観的な根拠説明が

可能なように、アセスメントに対するいっそうの研修が必要である。同時にひとり一人のスキル

に過度に依存しないよう支援計画立案をアシストするシステムを開発するための研究も必要

である。 

４． 児童発達支援、放課後保育、放課後デイサービスなどの機能の見直し 

・多様なニーズのもとで議論をしていく場合、それぞれの委員よって考え方が異なる。今回の議論

では多様なニーズを整理する入り口に立てたように思う。今後具体的なモデルを出して、でき

るだけ柔軟なシステムにしていけるよう踏み込んだ議論をしていく必要がある。 

・発達障害は、幼児期においては学齢期のように特別なニーズに特化した特別支援教育が受け

られるわけではなく、インクルージョンや親子のウエルビーイングと同時に、早期療育は児童

発達支援にしかできない点で大きなニーズがある。我が国はこの点で遅れており、地域差も

大きい。エビデンスのある早期療育を受けられるよう望む声は多く、綿密なアセスメントと１対

１でのプログラムによる支援の場合、実施する事業所においては単に時間で単価を決めら

れるようになると、専門性の高い人材が雇用できなくなる。こうした具体的モデルを検討して
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いくよう議論を発展させてほしい。 

・放課後デイサービスは、特別支援教育で実施している内容と一部目的が重複している。学齢期

であり、特別支援教育の対象となっていることを考えれば、その機能と役割は児童発達ともっと

異なっていてもよいのではないだろうか。親の就労、インクルージョン促進についても具体的な

データや親のニーズ調査などの研究に基づいて議論を発展させていくことが今後必要であろ 
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障害児通所支援に関する検討会  

関係各位                                     日本発達障害ネットワーク 

                                             副理事長 内山登紀夫 

 

障害児通所支援について第一回配布資料の「主な検討事項」の順に従って意見を述べます。 

ご査収のほどよろしくお願い申し上げます。 

 

児童発達支援センターの方向性について 

 Ⅰ.「幅広い高度の専門性に基づく発達支援・家族支援機能」 

「幅広い高度の専門性に基づく発達支援・家族支援」の内容を具体化して保護者・利用者・国民

に周知してください。 

  客観的な外部の評価者による評価の公開をお願いします。 

 児童発達支援センターが高度の専門性を担保していることを国民・保護者に周知するために、

児童発達支援センターは認証事業（日本発達障害ネットワーク）外部評価（厚生労働科学研究）

などの外部の評価を積極的に受けることを推奨してください。 

 

 

 Ⅱ児童発達支援事業・放課後等デイサービスの「総合支援型」と「特定

プログラム特化型」の方向性等について 

障害のある子どもの支援は総合支援を基本としてください。 

なぜなら、発達障害の子どものニーズは年齢、家庭環境や園・学校の環境などによって目まぐ

るしく変化します。支援の内容も、その時々の子どもの状態と環境を包括的なアセスメントに

基づき柔軟にプログラムも変化すべきであると考えるからです。 

 

「特定プログラム特化支援」についてはより慎重な検討をお願いします。 

こどもは環境の中で生きているし、支援者が特定の領域の専門家であっても、支援するときは

ジェネラリストであるべきです。 
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「特定プログラム特化型」がありうるにしても、「総合支援型」のほうが 5 領域にわたる支援

を行うので、より幅広い高い専門性が求められるはずである。一部分より全体を支援するほう

が、アセスメントにしても支援方略にしても、より総合的な知識や技術が必要だからです。 

  

 特定プログラム特化型の指導者が OT や ST,PT などの国家資格保持者を想定しているな

ら、現実に即していないと考えます。そのような国家資格をもち、さらに「障害児」の支援を児

発や放デイのような場で指導できる人は実際には多くないからです。 

 

 

Ⅲ子ども・子育て一般施策への移行等について 

保育所等訪問支援についてー特に標準的な期間等と適切な評価のあり方につい

て「標準的な期間」について  

保育所等訪問支援期間の制限のあり方ついて検討してください 

保育所、学校等への訪問支援はインクルージョンの推進のために必要であり、期間の制限につ

いては慎重に検討してください。子どもは発達する存在であり、環境の変化により支援の内容

も変化します。「標準的な期間」を決めることは容易ではありません。 

 

適切な評価の在り方やプロセスに整理について 

 保育所等訪問支援について適切な評価を行うことに賛成です。保育所等訪問支援に必要な

スキルは児発や放デイを運営するスキルと共通項が非常に多く、厚生労働科学研究で作成し

た外部評価 1)は保育所等訪問支援も対象にしており、参考にしてください。 

1) 障害児支援のサービスの質の向上のための外部評価の実施とその検証のための研究, 

https://mhlw-grants.niph.go.jp/project/27932 

 

9 



                                          

IV: 障害児通所支援の調査指標について 

 5領域 11項目について 

  5領域 11項目については大幅な見直しをお願いします。 

5領域 11項目は評価される子どもが置かれた環境について全く考慮がされていません。ま

た食事や排泄の機能など比較的環境に影響を受けない静的な能力と、自傷や不安などの環境

の影響を強く受ける動的な項目が並列されています。特に⑤の行動障害および精神症状は、

適切な支援を受けている場面とそうでない場合は大きく異なります。「乳幼児等サポート調査 

留意事項」にある具体例にも問題が多く存在します。例えば「多動・行動停止」の項目では「常時

走り回る」などの支援ニーズが高い例と「体の一部が絶えず動いている」などの介入の必要性

が乏しく日常生活に支障がない項目が同程度の重要性があるかのように併記されています。 

サポートの程度を把握するためには、特定の行動が子どもの発達や日常生活をどの程度阻

害するかの点に重点をおくべきです。 

また報酬に反映させることが目的であるなら、事業所がどのように工夫をして対応している

かの項目も入れ込むべきです。 

 

 

V: 障害児通所支援の質の向上について 

令和 1(2019)年度障害児支援のサービスの質の向上のための外部評価の実施とその検証

のための研究で作成した外部評価の実施をお願いします。 

下記の外部評価は「現場の支援者が評価者として子どもの支援の質を評価し、改善点を検

討し、被評価者とともに、支援の質を共同して向上させる」ことを意図したものです。既存の第

三者評価は東京都などの一部の例外をのぞき、全国的に受審率が低いこと、費用などの事業

所の負担が大きいこと、項目の選定経過が不明確であることなどの問題がある。 

 

障害児支援のサービスの質の向上のための外部評価の実施とその検証のための研究 , 

https://mhlw-grants.niph.go.jp/project/27932 
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児童発達支援管理者と指導員の研修を充実してください。  児童発達支援管理

責任者の研修に障害特性と、そのアセスメントの内容を加えてください。 

 現場の保育士・指導員の研修を推奨してください。研修内容には発達障害についての現在の

知見を十分に盛り込んでください。 

児発管の資格取得のために試験制度を導入してください。 

支援の質の向上のためには支援計画を作成する児発管と、現場の指導員が適切な指導理念

と指導のスキル、専門的な知識をもっていることが必要です。現状の児発管研修の内容は障

害特性や支援技術についての内容は不十分です。特に個別支援計画を作成する以上は最低限

の知識は必要です。 

障害児通所機関で必要な最低限の「専門的な支援」は、常識を当てはめない、通俗心理学的

な解釈をしないことです。一例をあげれば「呼んでも振り向かないは、反抗じゃない、聴覚の違

い」、「偏食はしつけの問題でもわがままでもない、感覚過敏が関与している可能性がある」程

度の理解もしていない事業所スタッフに出会うことは珍しくありません。 

そのような「高度」な研修は「強度行動障害研修」で行えば良いという意見もありますが、強

度行動障害は思春期や成人期になって初めて生じるわけではなく、幼児期からの養育環境や

教育内容が大きく関与します。強度行動障害の予防のためにも幼児期からの療育の質を高め

る必要があります。 

 また児発管は実質的には無試験で資格が得られます。これでは質の向上は期待できずケアマ

ネージャーのように試験制度の導入も検討してください。 

 また現場の指導員の研修内容も検討が必要であり、一定の研修を義務化することも考慮す

べきです。 

 

現行のガイドラインの改訂時に下記の点を考慮ねがいます。 

現在の障害児通所支援は児童発達支援ガイドライン、放課後等デイサービスガイドライン（本

文）、自己評価を規範として行われています。次回のガイドラインの改訂の際には以下の内容を

加えてください。 
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子どもの現在がWell-Beingであることを重視した支援をガイドラインで明記し

てください 

 

今後のこども政策の基本理念の一つが「全てのこどもの健やかな成⻑, Well‐being の向上」

とされています。障害児であっても同様です。一方児童発達支援ガイドラインの本人支援では

「この「本人支援」の大きな目標は、障害のある子どもが、将来、日常生活や社会生活を円滑に

営めるようにするものである」（下線は筆者）とされています。さらに「改善」とか「スキルの獲

得」「向上」「発達を促す」「関わりを広げる」といった文言が多用されています。子どもの将来に

備えることは大切ですが、子どもにとって、かけがえのない「現在のWell-being」がそれ以上

に大切です。ガイドラインでは「子どもの現在が Well-being あるための支援」についての記

載が乏しく、改訂の際に Well-being であることの重要性と、その具体化のための方法の記

載をお願いします。 

 

アタッチメント（愛着行動）の形成 （児発 P15)について 

発達支援、本人支援の支援内容として上記が記載され、「人との関係を意識し、身近な人と

親密な関係を築き、その信頼関係を基盤として、周囲の人と安定した関係を形成するための支

援を行う。」とされています。「身近な人との親密な関係を築く」の対象は主に母親が想定され

ますが、母親のメンタル状態などによってはそれが困難なこともあります。アタッチメントの問

題がある子どもには「安全・安心な環境」が重要です。児童発達支援や放デイの環境が安全・安

心であることと、支援者とのアタッチメントを築くことも重要です。ガイドラインなどで「愛着」

という用語の使用は慎重にすべきです。「愛着」はアタッチメントの訳語であり、愛情という意

味は本来ありません。しかし、支援者のカンファレンスでは「親の愛情不足」という意味で多用

される傾向があります。また、保護者に「愛着の問題がある」と告げる支援者もあり、保護者が

傷つくことがあります。 

「愛着の問題」と捉えられると「母子関係を修復する」などのプランになり「現場の支援者は無

関係」と解釈されるリスクがあります。アタッチメントの問題と捉えれば、子どもにとって安心・

安全でやすらげる場所の確保が必要で児発、放デイも含めて学校や保育所・幼稚園・認定子ど

も園など「現場で提供する支援」が重要になります。 
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児童福祉法の改正により「訓練」の用語を修正してください。 

 リハビリテーションの実施について（児童発達支援P12)の項目で「日常生活や社会生活を営

めるよう、それぞれの子どもに適した身体的、精神的、社会的訓練を行う。」とあります。R4 年

6月の児福法改正で下記のように定義され訓練という文言はなくなりました。 

 「児童発達支援とは、障害児につき、児童発達支援センターその他の内閣府令で定める施設

に通わせ、日常生活における基本的な動作及び知識技能の習得並びに集団生活への適応のた

めの支援その他の内閣府令で定める便宜を供与し、又はこれに併せて児童発達支援センター

において治療（上肢、下肢又は体幹の機能の障害（以下「肢体不自由」という。）のある児童に対

して行われるものに限る。第二十一条の五の二第一号及び第二十一条の五の二十九第一項に

おいて同じ。）を行うことをいう。」 

 

遊びの支援内容について自閉スペクトラム症の障害特性を考慮した記載にして下

さい。 

ガイドラインでは下記の記載があります。 

「(c)感覚運動遊びから象徴遊びへの支援  感覚機能を使った遊びや運動機能を働かせる遊

びから、見立て遊びやつもり遊び、ごっこ遊び等の象徴遊びを通して、徐々に社会性の発達を

支援する。(d)一人遊びから協同遊びへの支援  周囲に子どもがいても無関心である一人遊

びの状態から並行遊びを行い、大人が介入して行う連合的な遊び、役割分担したりルールを守

って遊ぶ協同遊びを通して、徐々に社会性の発達を支援する。」（児童発達支援 p15) 

このような遊びの記載は定型発達の幼児を規範にしており、自閉スペクトラム症の子どもに

は不向きなことがあります。自閉スペクトラム症などの発達障害の幼児の遊びは感覚遊びが中

心の状態が長期にわたる場合もある。「遊び」の支援はあくまで子どもが楽しく時間を過ごす

ことが目的であり、定型発達を規範にして、それに近づけることではないと考えます。 

 特に自閉スペクトラム症の場合、「役割分担したりルールを守って遊ぶ協同遊び」自体が高い

ハードルであり負担になることがあります。感覚過敏、変化抵抗などの障害特性がある場合に、

通常の環境で配慮なしに集団参加を促すことは子どもにとって苦痛なことがあり、安心・安全

な環境になりません。「友達と遊ぶ」「集団に参加する」ことが成功するためには、子ども自身が

そのことを望んでいること、事前のアセスメントに基づく合理的配慮が必要であることをガイ

ドライン等で示してください。 
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保護者の負担を軽減し子育ての喜びを感じられる支援を記載してく

ださい。 

一般の保護者にとってもこどもの成長や子育てをめぐる状況が厳しく、負担や不安、孤立感

が高まっています（こども政策の推進に係る有識者会議報告書令和 3 年 11 月 29 日）。障害

のある子どもの保護者はさらに厳しい状況が想定されます。 

ガイドラインの保護者支援については最初に「(ア)家族からの相談に対する適切な助言やア

タッチメント形成(愛着行動)等の支援」が記載されています。「アタッチメント形成(愛着行動)

等の支援」とは具体的に何をさすのか不明確ですし「アタッチメント形成(愛着行動)」の問題が

障害児一般に存在するわけでもないのに、なぜ「相談に対する適切な助言」と同じ比重で記載

されているのか疑問です。 

保護者自身に発達障害、知的障害、精神障害などが疑われるときのサポートの方法につい

ても検討する必要がありますが、児童発達支援、放課後等デイサービスのガイドラインのいず

れにも記載がありません。保護者のメンタル状態、経済的困窮などのアセスメントと、それに基

づく保護者支援に方法についても記載をお願いします。 

  

障害児のインクルージョンをより明確に位置付けてください。 

障害児の地域社会への参加・包容’(インクルージョン)をさらに強調するようにお願いします。

障害児あるいは障害が疑われるこどもへの支援は、一般の子育て支援との連続の中で行うよ

うにお願いします。母子保健の枠内で行う子ども支援と障害児支援を明確に分離することは

困難であり、障害児支援は一般の子育て支援を前提に特別のプラスアルファの支援が必要な

親子という視点で支援を考慮してください。 

 

報酬については、親子をセットにして、支援の質も考慮してください 

 障害特性や問題行動が重度であることのみを基準に報酬を設定するのではなく、支援の内

容の質を報酬に反映させるように検討してください。保護者の困難度も考慮して支援の量や

報酬を設定してください。 
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障害児通所支援に関する検討会に対する意見 

一般社団法人 全国児童発達支援協議会(CDS-Japan) 

会長 加藤正仁 

 

＜はじめに＞ 

我々CDS-JAPANは、これまで障害のある子どもも、障害のない子どもも共に健やかに育つ

インクルーシブな社会の実現を目指して各地で発達支援活動を重ねて来ました。その観点

から、今回の検討会のこれまでの議論を通して得たいくつかの気づきの確認と提案をと考

えています。よろしくお願いします。 

今回検討会での主題は「育ちにくさ」、「育てにくさ」のある「子ども」とその「家族」の

支援であり、本人支援・家族支援・地域生活支援の総合的支援体制を「子どもの最善の利

益」を基本として,一定のエリア毎に構築せんとするものであることを確認したい。 

 

＜児童発達支援センター＞について 

 地域に混在する、有期限の人的・物的、また財政的子ども資源を より一層の有効・効

率・整理・利用等の視点や地政、地理的な視点から構造化し、今日的にはそうした機能を相

対的により具備していると思われる「児童発達支援センター」にマネージメント力のアッ

プを図ることを目指す。そのことによって全国各地の発達支援力向上を面として期待する

体制づくりを官民一体となって整備充実することを大きな狙いとしている。しかし、現状

において全ての児童発達支援センターがその期待答えられる訳ではない。したがって、「児

童発達支援センター」が担うべき役割、機能を明確化し、具体的に役割を担う事ができる場

合において、マネージメント機能を付加する必要がある。その上で、現状ではその役割を担

えないセンターに関しては、継続的に行政が指導し、３年を目処に整備する必要がある。就

いては区市町村レベルの担当所管を設置し、体制整備に向けての人的、財政的、またシステ

ム的な整備権限や役割と責任を与えていくことが必要であろう。それは例えば、センター

のないところ、未設置により一つのセンター複数の市町村を広域的にカバーせざるを得な

いところ、機能不全なところには官民一体となって段階的に整備拡充を促したり、図って

いくなど。結果として今まで諦めや嘆きの中で囁かれ続けている支援サービスの施設間格

差、地域間格差などを一刻も早く平準化することが期待される。 

 

＜放課後等デイサービス＞について 

 地域で子どもと家族が安心・安全のうちに育ち、学び、暮らすための生活レベルでの様々

な選択肢が可能な限り身近なところで、当たり前の事として保証されるべく一層の整備充

実が求められる。その一つとして学齢児の放課後の過ごし場所としての放課後等デイサー

ビスが拡充することの意味は大きい。しかし、その前提としては「子どもの最善の利益」が
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前提条件とされなければならない。一方ではその担保条件を公正・公平に確認評価するシ

ステムが不可欠である。最適な配置場所や箇所数とか適切な人員配置数とか、支援内容の

妥当性や個別的な配慮や人権などの視点から、公平で公正なチェックの必要がある。その

意味でも、市町村行政の関与が不可欠だろう。 

 また CDS JAPAN では、調査研究により現状のガイドラインの有効性を確認した上で、現

行のものでは十分ではない育成支援を基本として発達支援が提供されるよう明記した改訂

案を提案もしている。※１ 

 

＜子ども・子育て一般施策への移行等＞について 

 インクルーシブな子ども環境の構築の中で、一人ひとりの個性豊かな在り様や過ごしを

いつでも、どこでも安心のうちに保証・確保するには地域の多くの育ち関係者の合力やネ

ットワーキングさらにはノットワーキングが不可欠である。そのことを一層促進するため

の受けやすい・出しやすい・繋がりやすい・共有しやすいなどの関係者間や関係機関間の関

係性のリテラシー構築が必要である。 

 そのための人材・財源・専門性・相互補完・情報共有などの managementなどが制度的に

インフォーマル、インフォーマルにも整備・充実される必要があるだろう。 

 また、既存の制度で不全感の大きい「保育所等訪問支援事業」「障害児相談支援事業」な

どは、抜本的な修正・補充・整備・拡充などの強化補填策が求められる。 

 

＜アセスメント＞について 

 適切な支援を提供する上で、標準化されているもの、事業所独自のもの等、いずれにせ

よ各種アセスメントは前提である。CDS JAPAN では、できないことに注目するものではな

く、本人の育ちや強みに着目できることに留意した、育ちの全体像を把握できるように 90

項目（思春期は 94項目）の調査項目を提案している※２。多岐にわたる年齢層や障害状況

等に対応するアセスメントして標準化できるよう検討を進めるべきである。 

 

＜総合支援型と特定プログラム特化型＞について 

まだ明確な定義づけ、整理もされていない「総合支援型（仮称）」「特定プログラム特化

型（仮称）」の議論があるが、何をもって「総合」というのか、「総合支援」「特化」「プ

ログラム」とは何か、一つ一つの用語・概念について、明確な整理を行なった上での議

論の蓄積と制度の設計であることを期待する。障害児通所支援の内容の明確化のものと、

「児童発達支援」「放課後等デイサービス」「保育所等訪問支援」等の事業や仕組みの整

理が必要である。 

現在 CDS JAPAN では、「児童発達支援」「放課後等デイサービス」について調査研究

中である。※３、※４ 
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＜支援時間の長短に関わらない同額の報酬の仕組み＞について 

個々の児童に対する支援提供時間については、時間による報酬区分を設け、障害児通所

支援として最低１時間の支援提供を必要とし、1 から２時間未満、２から３時間未満、

３時間以上等の区分による報酬を設けてはいかがか。 

なお、乳幼児（児童発達支援）と就学以降の児童（放課後等デーサービス）の区分に関

しては、放課後の利用である事も踏まえて、それぞれに慎重に検討する必要がある。 

さらに、保育所併設の児童発達支援においては、保育所利用時間と児童発達支援利用時

間とを明確に区別し請求するなどの仕組みも必要である。 

 

＜経験豊富な障害児支援提供者ならびに有資格者の評価＞について 

障害児支援の質の向上の観点より、支援者の障害児関与した経験年数、国家資格による

加算の内容、単価の区別と報酬の充実等をはかり、人材の流出を阻止すると共に OJT

による人材育成（支援技術の継承）をはかる必要がある。 

 

 

＜その他＞として 

〇 児童発達支援管理責任者の養成研修については、サービス管理責任者の養成研修と

ともに関係各位の研究と検討の上で、現在の制度設計がなされている。児童発達支援管

理責任者の基礎研修段階から、発達支援の専門性を求めることは極めて重要な観点であ

ると考えている。障害児支援に関わる者の質の向上は、職員の質を向上させることによ

って充実する。障害児支援に携わる者の研修、児童発達支援管理責任者ならびに障害児

の相談支援専門員の基礎研修、実践研修内容の見直しが必要である 

〇 「医療型」と「福祉型」児童発達支援センターの一元化を進めると同時に、「福祉

型」においても主たる障害を難聴とする場合、重症心身障害とする場合、というタイプ

が残っている。今後は、児童発達支援センターとして一元化し、子どもの障害に応じた

加算とすべきである。 

〇 児童発達支援や放課後等デイサービスの提供に際しては、女性の活躍を視野に入れ

つつ、子ども本人の最善の利益が保障される形で検討されるべきであるが、その際、保

護者の就労が利用の要件となっている保育所や放課後児童クラブなど一般施策での受

入れや連携を円滑にすると共に、その対象年齢とならない要支援児童の「預かり機能の

充実」を別途検討するべきである。 

〇 他にも「事務量増大と職員の疲弊」「報酬支弁問題/日払い制度とインセンティブ」

「既存のこども施策との整合性」「支援サービスの外部評価」「人材の確保、就労継続支

援、養成」などの問題がある。 
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参考資料 ※１：２０１８年度障害児総合福祉推進事業「放課後等デイサービスガイドラ

インを用いたサービス提供の実態把握の為の調査」 

参考資料 ※２：２０２１年度障害者総合福祉推進事業「児童発達支援・放課後等デイサー

ビスの指標の在り方に関する研究」 

参考資料 ※３：２０２２年度障害児総合福祉推進事業指定課題１９「障害児通所支援の

支援内容に関する調査研究」 

参考資料 ※４：２０２２年度障害児総合福祉推進事業指定課題２２「障害児通所支援に

おける支援の質の評価に係る調査研究」 
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検討会提出意見 添付資料２ 

「総合支援型（仮称）」と「特定プログラム特化型（仮称）」の 

具体的な方向性として 

一般社団法人 全国児童発達支援協議会(CDS-Japan) 

 

全般的な考え 

（児童発達支援、放課後等デイサービス共通） 

総合支援は通所支援の基本である事から、「総合支援型（仮称）」と「特定プログラム特

化型（仮称）」の２類型で考えるのではなく、「特定プログラム特化型（仮称）、（前回検討

会の稲田構成員の表現を借りれば、「特定領域特化型」）」のみを特別なものとして考えては

いかがか？ 

また、「特化」の支援提供スタイルにおいても、５領域を意識した状況把握など総合的な

成長発達を見守る事を視野に入れたものである必要があり、最低限でも５領域に関するア

セスメントや個別支援計画の作成は必要であると考える。ただし、子どもの発達状況、障

害状況等において成長発達のスピードは様々であり、ご家庭をはじめとした保育所などの

環境も大きく影響する。一概に期間を設定する事によって、子どもの問題点に強く着眼し

てしまう事にもなりかねない。したがって、年間を通した（子どもによっては、就学に至

るまでの長期の）個別支援計画やモニタリングの際に意識され、その支援過程において網

羅されているべきものとしてはどうか。 

 

基本となる総合支援に関する考え 

（児童発達支援） 

児童発達支援は、子どもの基礎集団にもなり得るため、ガイドラインに定める 4つの役

割や５領域を総合的に行なう事が必要。 

総合支援は、基本的な生活スタイルの中で提供されるものであり、その提供内容には「遊

び」、「おやつ」や「休息」、「排泄や更衣等の日常生活活動」が取り入れられ、子どもの全

体的な発達を促す取り組みが必要であると考える。 

（放課後等デイサービス） 

放課後等デイサービスの対象は、学校等の基礎集団をもっている事が前提である。また、

一定年齢以上は地域の学童保育を利用することもできない状況となり、安全、安心を担保

できる資源の選択肢すらなくなる。何よりも学校において集団（人集団、集団での活動、

集団生活）に過ごした後の利用が大半である。 

放課後等デイサービスは、家庭と学校に続く、第３の居場所の役割を持つ。 

放課後等デイサービスガイドラインでは、自己肯定感を育む（維持向上）こと、「余暇
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充実」、「創造的活動」が示されている。年齢に加えて、障害の状況、支援内容や必要性が

個々により大きく異なることから、4 つの役割（地域支援は「地域連携」と考える方が適

切なように思うが…）に加え、児童発達支援ガイドラインに定める５領域を基本としなが

ら、学齢期、思春期に考慮したガイドラインの見直しも必要と考える。また、総合支援は、

基本的な生活スタイルの中で提供されるものであり、その提供内容には「遊び」、「おやつ」

や「休息」「身のまわりの世話」等、子どもの全体的な発達を促す取り組みが必要であると

考える。 

ただし、放課後等デイサービスは年齢、障害、家庭環境等非常に多くの事への配慮を個

別性を持って提供されるものであることから、ガイドラインについては、基本的内容のみ

となる可能性があり、各論的にはガイドラインとなるのか、マニュアルとなるのか、が定

められる必要性があると考えられる。また、職員に対する研修や説明会等の対応が必要と

なることは想定される。 

 

特定プログラム特化（仮称）への意見 

（児童発達支援、放課後等デイサービス共通） 

【職員について】 

特定プログラムに関わる者として、作業療法士や言語聴覚士等のリハ専門職、他に特定

プログラムに関する専門的知識と技能を認定された者（ただし、特定プログラムの研修や

OJT を受けた者で一定期間の経験を有する保育士、児童指導員も認める）としてはいかが

か。 

ここで想定される「特定プログラム」は、保護者のニーズも高い。保護者が我が子に何

らかの個別的な支援を受けてみたい（うけさせたい）と望むのは自然な事であると推察す

る。しかし、地域によっては、医療機関で提供されるハビリテーション施設や枠すら空い

ていない状況の地域も少なくない。その様な状況を補完するものでもある。各職能団体な

らびに関連団体の協力の上、児童福祉法に定める障害通所支援の一端をになう人材育成を

行なっていただけるよう協力を仰いではいかがか。 

令和４年度 厚生労働省 総合福祉推進事業 指定課題１９の実態調査（進行中につき

未公開）において、センター、事業所において個別支援を実施している職種は、理学療法

士等等のリハ専門職などだけではなく、一定数の保育士や児童指導員も実施している事が

わかっている。また、児童発達支援や放課後等デイサービスに所属する作業療法士、言語

聴覚士、心理担当職員、理学療法士等は、事業所の活動全般（「設定場面」や「遊び」、「身

辺動作」）にも関わっている場合が多いことも確認されている。 

 

【頻度（支給量）について】 

幼児期から思春期までの幅広いライフステージを一つの基準で判断する事はできな

いが、「特化」に関する頻度は、週に 1回に限定しても良いと思われる。 
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ただし、重症心障害児や肢体不自由児等の運動障害によっては、変形・拘縮の予防や摂

食、呼吸管理などの身体的な管理の要素もあるため、週 3回を限度とするなど障害による

配慮が必要と考える。この場合、主治医の意見書等その管理の必要性を認める書類を判断

材料としていかがか。 

また、学齢期から思春期を向かえる発達障害児等においては、ある時期に特化的なアプ

ローチを強調する必要性もある。その判断は、本人（保護者）、相談支援による障害児支援

利用援助計画（セルフプランは不可かつ事業所と同一法人による相談支援は不可）、事業所

による個別支援計画、中核となるセンター（放課後等デイサービスへの支援指導を担える

ところ）、行政で協議し、客観的に決められるべきと考える。 

 

【支援提供時間について】 

前回の検討会報告書において、類型に関する記載がなされた経緯より、支援の提供時

間については、報酬単価の区分けが必要と考える。 

ただし、時間枠に関しては、基礎集団になり得る児童発達支援と学校終了後に利用す

る放課後等デイサービスでは、同じように考える事はできない。放課後等デイサービス

において、平日に長時間支援の枠組みを設けることによって、子どもを長時間拘束して

しまう事業所が現れかねない事を危惧する。それと同時に放課後等デイサービスにおい

ては、２時間未満の支援時間の報酬が事業所の運営を継続できないような単価とならな

いことを考慮すべき。 

障害児通所支援としての基本的なアセスメント、４つの役割を担えないのであれば、

行政の指導対象とするべきではないか。その上で、改善が認められなければ、指定の取消

を行なうしかない。総合的な支援を行える事業所の活動として、ピアノや絵画、サッカー

等に取り組む方向に改善するべきであろう。 

指定申請上の手続き、監査、実地指導のポイント、レベルの引き上げが必要。 

 

障害児通所支援の内容、受けられる支援の内容を示したチラシ等用いて、保護者の理

解を促進すること。受給者証発行や更新時点で手渡し送付する。 

時間枠に関しては、以下の様に考えてはいかがだろうか。 

児童発達支援 

① １時間以下の支援は通所支援そのものとして認めない。（現在は３０分） 

② １時間～２時間未満 

③ ２時間～３時間未満 

④ ３時間～４時間未満 

⑤ ４時間以上 
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放課後等デイサービス（平日：学校が開いている時） 

① １時間以下の支援は通所支援そのものとして認めない。（現在は３０分） 

② １時間～２時間未満 

③ ３時間以上 

 

放課後等デイサービス（休日：学校休業。長期休暇や日祝日、臨時休校 等） 

① １時間以下の支援は通所支援そのものとして認めない。（現在は３０分） 

② １時間～２時間未満 

③ ２時間～３時間未満 

④ ３時間～４時間未満 

⑤ ４時間以上 

 

※以上の児童発達支援・放課後等デイサービスに関する「総合支援型（仮称）」と「特定

プログラム特化型（仮称）」に関する意見は、センターも事業所も保育所併設の児童発達

支援も同様にかかわる事であり、児童発達支援事業に限られるものではない。また、短時

間支援を行なっている児童発達支援センターもある事が令和４年度 厚生労働省 総合

福祉推進事業 指定課題１９の実態調査（進行中につき未公開）によって明らかになっ

ている。子どもが受ける支援の時間長短による報酬の区分けなどは同様に適応されるべ

きと考える。 
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北川構成員 
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令和５年１月 25日 

 

第８回 障害児通所支援に関する検討会への意見 

 

（公財）日本知的障害者福祉協会 

児童発達支援部会 

北川 聡子 

 

１．児童発達支援センターの中核機能に関するアンケート結果 主な概要について 

現在、児童発達支援センターでは、保育所等訪問支援事業が 77.6％、障害児相談支援事業が

55.１％実施している。障害児等療育等支援事業は、３２．７％が実施している。 

 

（１）幅広い高度な専門性に基づく発達支援・家族支援機能 

・ 児童発達支援センターが、令和６度以降、全ての障害児を受け入れる一元化により地域の中

核機能を担うことについては、「可能」・「人員配置など条件が整えばできる」という事業所が

66.3％であった。 

・ 幅広い高度な専門性を発揮するために必要な職種については、保育士91.8％、言語聴覚士

（ST）84.7％、作業療法士（OT）83.7％、公認心理師・臨床心理士 82.7％、看護師（准看護

師）・保健師 81.6％の順で多い回答だった。 

 

（２）地域の障害児通所支援に対するスーパーバイズ・コンサルテーション機能 

・ソーシャルワーカー（仮称：療育コーディネーター）が配置された場合、地域の児童発達支援事

業所等を支援することについて、「可能」は 9.2％、「他機関との連携があれば可能」36.7％、

「コーディネーターに加えてさらに職員が加算されれば可能」が 57.1％となっており、可能で

あるという回答が多かった。 

 

（３）地域のインクルージョンの推進としての中核としての機能 

・現在、71.４％の児童発達支援センターが保育所等訪問を実施している。実施先は、保育所

94.3％、幼稚園 85.7％、認定こども園 67.1％、学校 38.6％、児童養護施設 1.4％となっ

ている。 

・保育所等訪問支援の担当職種は、保育士 40.３％、児童指導員２０．８％、児童発達支援管理

責任者９．４％、作業療法士９．４％、公認心理士・臨床心理士９．４％の順となっている。 

・保育所等訪問支援の担当者の経験年数は、５年未満26.2％、10年以上20年未満24.8％、

５年以上 10年未満 20.8％、20年以上 19.5％が担っている。 

・地域療育等支援事業については、36.7％が実施している。 
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（４）地域における障害児の発達支援の入り口としての相談機能 

・保健センターの健診や相談に参加しているかは、30.6％が実施している。「気づき段階」の親

子教室は 43.9％が実施している。 

・親子教室を実施している場合の利用している制度は、地域療育等支援事業 41.9％、法人独

自でおこなっている 30.2％、県や市町村独自の補助金 18.6％、相談支援事業の一般相談

14％、発達相談支援事業の巡回相談７．０％となっている。 

 

２．児童発達支援センターに関する今後の対応についての意見 

 

（１）幅広い高度な専門性に基づく発達支援・家族支援機能 

・児童発達支援センターが幅広くどのような障害児も支援していくためには、現在の人員基準

４：１では難しいため、人員基準の更なる引き上げが必要と考えます。 

・また、保育士・児童指導員のほかにも子どもの障害特性に対応するための OT・PT・ST・心理

など多職種の配置が必要です。配置の柔軟な対応という観点から、地域の外部の専門職と連

携して支援した際にも、現在の医療連携体制加算のような評価の仕組みが必要と考えます。ま

た児童発達支援センターが新たな中核としての機能を果たすためには、経過措置が必要です。 

 

（２）地域の障害児通所支援に対するスーパーバイズ・コンサルテーション機能 

・スーパーバイズ・コンサルテーション機能を発揮するためには、地域療育等支援事業のような

地域に出やすい形態の事業を設けて、チームで地域を支える更なる体制整備が必要です。 

・地域の事業所の困り感にしっかり応えていくためには、地域を支えるソーシャルワーカー（コ

ーディネーター）の配置が必要です。 

 

（３）地域のインクルージョンの推進としての中核としての機能 

・インクルージョンを推進していくためにも、保育所等訪問支援事業に、質の高い療育支援を提

供するための報酬体系の整備が必要です。例えば、訪問支援員の職員配置体制に応じて、報酬

区分を設けてはどうでしょうか。 

 

（４）地域支援の充実のための機能 

・児童発達支援センターが地域の障害児通所支援事業所や保育所、幼稚園、認定こども園、学

校、児童養護施設等を支えていくため、多職種のチームで地域支援をする体制が必要です。 

 

（５）地域における障害児の発達支援の入り口としての相談機能 

・児童発達支援センターにおける障害児相談支援事業所の設置に関しては、昨今の人材の確保

の視点から、必ずしも児童発達支援センター内に障害児相談支援事業が指定されていなくと

も、同一法人で指定されていれば児童発達支援センターとして認められる形が必要です。或い
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は、児童発達支援センター内に障害児相談支援を必置とするのであれば、児童固有の基本相

談等に対する特段の配慮が必要です。 

・母子保健施策との連携は重要です。そのためこども家庭センターで要支援家庭に対して作成

されるサポートプラン作成時、障害児は子育て支援ニーズが高いため、社会がしっかりとサポ

ートする観点から児童発達支援センターの相談支援専門員が子ども家庭センターに出向き官

民協働で行うことの検討が必要です。 

・気づきの段階の「親子教室」は、母子保健施策の場合には積極的にセンターが関与できる仕

組み、児童発達支援センターで行う場合には加配等の仕組みと評価が必要と考えます。 

 

（６）地域との連携 

・保育所等訪問支援事業に関しては、事業所の職員配置の要件を緩和し、訪問しやすい条件を

整える必要があります。 

・NICUを経た児が発達支援を必要とする場合が多いため、医療との連携は不可欠です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

38 



                                          

公営

16.3%

社会福祉事業団

12.2%

社会福祉法人

66.3%

株式会社等

1.0%

その他

4.1%

今後の児童発達支援センターの中核機能に関する緊急アンケート調査結果（概要） 

（令和 5年１月） 

日本知的障害福祉協会 

児童発達支援部会 

 

※本調査結果の概要は令和５年１月現在のものであり、今後数字等が変更となる場合があります。 

1.調査概要 

（１） 目的 

児童福祉法の改正により令和 6 年度から児童発達支援センターが全ての障害のある

子を受け入れるため一元化と地域の中核機能として、①専門性の担保②地域へのコンサ

ルテーション③インクルージョンの推進④発達相談の入口としての役割が期待されるこ

とになることから、本会の会員である福祉型児童発達支援センターの現状を把握し、今

後の課題・方向性を探るための基礎資料とするため、本アンケート調査を実施した。 

 

（２） 調査対象 

本会会員の児童発達支援センター１94事業所 （回収率 50.5％） 

 

（３） 調査基準日 

令和４年９月１日現在 

 

２．基本情報 

 （１） 経営主体について 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

n=98施設 

 

 

経営主体 事業所数 ％ 

１．公営 16  16.3  

２．社会福祉事業団 12  12.2  

３．社会福祉法人 65  66.3  

４．NPO 法人 0  0  

５．株式会社等 1  1.0  

６．その他 4  4.1  

計 98  100  

39 



                                          

 

 （２） その他の実施事業 

    

                                                   n=98施設 

 

  事業所数 ％ 

１．医療型児童発達支援事業 1  1.0  

２．放課後等デイサービス事業 16  16.3  

３．保育所等訪問事業 76  77.6  

４．障害児相談支援事業 54  55.1  

５．特定相談支援事業 29  29.6  

６．一般相談支援事業 4  4.1  

７．短期入所事業 1  1.0  

８．日中一時支援事業 21  21.4  

９．移動支援事業 0  0  

１０．居宅支援事業 0  0  

１１．障害児療育等支援事業 32  32.7  

１２．居宅訪問型児童発達支援事業 7  7.1  

１３．その他 12  12.2  
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３. 利用・在籍児者の障害等の状況 

 

 

  人数 ％ 

知的障害 2,847  53.7  

聴覚障害・難聴 92  1.7  

視覚障害 11  0.2  

肢体不自由 220  4.2  

発達障害 

  2,545  48.0  

（内訳） 

自閉スペクトラム症 1,932  75.9  

注意欠如・多動性障害 191  7.5  

学習障害 7  0.3  

不明・無回答 415  16.3  

医療的ケア 65  1.2  

その他 359  6.8  

未診断等（不明） 116  2.2  

実人数 5,297  100  
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可能
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４．児童発達支援センターの中核機能について 

（１） 幅広い高度な専門性に基づく発達支援・家族支援機能 

① 令和６年度以降、全ての障害児を受け入れる一元化により貴センターが地域の中核機

能を担うことは可能ですか。 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

                 

n＝98施設 

 

② 幅広い高度な専門性に基づく発達支援・家族支援機能の達成に必要な職種を選択し

てください。 (複数選択可)   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
事業 
所数 

％ 

可能 7  7.1  

人員配置などの条件が整
えばできる 

58  59.2  

困難 27  27.6  

不明・無回答 6  6.1  

計 98  100  

  
事業 
所数 

％   
事業 
所数 

％ 

①保育士 90  91.8  ⑦公認心理師・臨床心理士 81  82.7  

②看護師（准看護師）・保健師 80  81.6  ⑧社会福祉士 55  56.1  

③児童指導員 75  76.5  ⑨精神保健福祉士 28  28.6  

④作業療法士（OT） 82  83.7  ⑩管理栄養士・栄養士 44  44.9  

⑤理学療法士（PT） 69  70.4  ⑪その他 5  5.1  

⑥言語聴覚士（ST） 83  84.7        

n=98施設 
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可能

９％

他機関との連

携があれば可

能, 37 ％

コーディネー

ターに加えてさ

らに職員が加配

されれば可能

57 ％

困難

5％

0
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100

120
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65 

33 
66 

45 

63 

36 

62 
14 

6 

現状 今後

・ 児童発達支援センターが、令和６度以降、全ての障害児を受け入れる一元化により地域の中核機能を担う

ことについては、可能・人員配置など条件が整えばできるという事業所が 66.3％であった。 

・ 幅広い高度な専門性を発揮するために必要な職種については、保育士 91.8％、言語聴覚士（ST）

84.7％、作業療法士（O T）83.7％、公認心理師・臨床心理士 82.7％、看護師（准看護師）・保健師 81.6％

の順で多い回答だった。 

 

 

(2) 地域の障害児通所支援に対するスーパーバイズ・コンサルテーション機能（支援内容等の

助言・援助） 

① ソーシャルワーカー（仮称：療育コーディネーター）が配置された場合、地域の事業所の困

り感を訪問等によって把握し、児童発達支援センターの専門性を活かして支援すること

は可能であると思いますか。（複数回答あり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 貴センターにおける地域支援に関しての現状と今後できると思われることを各々選択し

てください。 （複数選択可）  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

  
事業 
所数 

％ 

可能 9  9.2  

他機関との連携があれば
可能 

36  36.7  

コーディネーターに加え
てさらに職員が加配され
れば可能 

56  57.1  

困難 5  5.1  

実事業所数 98  100  
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実施している

71.4%

実施していな

い

28.6%

 

 

 

 

 

 

 

・ソーシャルワーカー（仮称：療育コーディネーター）が配置された場合、地域の児童発達支援事業所等を支援

することについて、可能は9.2％、他機関との連携があれば可能36.7％、ソーシャルワーカー（仮称：療育コ

ーディネーター）に加えてさらに職員が加算されば可能が 57.1％となっており、可能であるという回答が多

かった。 

 

(３) 地域のインクルージョンの推進としての中核としての機能 

① 貴センターでは、保育所等訪問支援事業を実施していますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⇒実施している場合の実施先 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  現状 今後 

① 個別ケースへの対応をもとにした事業所への支援 31  63  

② 研修会の開催 65  36  

③ 縦横連携とネットワークの形成 33  62  

④ 専門機関へのつなぎとチーム支援 66  14  

上記のいずれもできていない状況にある。また今後も取り組むのは難しい。 45  6  

  事業所数 ％ 

実施している 70  71.4  

実施していない 28  28.6  

計 98  100  

  
事業 
所数 

％ 

幼稚園 60  85.7  

保育所 66  94.3  

認定こども園 47  67.1  

学校 27  38.6  

児童養護施設 1  1.4  

その他 6  8.6 

60 

66 

47 

27 
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6 
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7 

3 

22 

29 

25 

0

5

10

15

20

25

30

35

管理者

1.3%

児童発達支援管理責

任者

9.4%

児童指導員

20.8%

保育士

40.3%

作業療法士

9.4%

理学療法士

1.3%

言語聴覚士

4.0%

社会福祉士

2.7%

精神保健福祉士

0.0%

公認心理師・臨床心理士

9.4%
その他

1.3%

 

 

② 令和３年度の実施頻度と実人数 

人数                           事業所数 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 保育所訪問支援の担当者職種 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

25 11 

117 

253 

848 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

  人数 ％ 

週１回以上 25  2.0  

月４回程度 11  0.9  

月２回程度 117  9.3  

月１回程度 253  20.2  

年２・３回程度 848  67.6  

計 1,254  100  

  事業所数 ％ 

週１回以上 7  2.0  

月４回程度 3  0.9  

月２回程度 22  9.3  

月１回程度 29  20.2  

年２・３回程度 25  67.6  

計 70  100  
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５年未満

26.2%

５年以上１０

年未満

20.8%
１０年以上１５

年未満

24.8%

１５年以上２０年未満

7.4%

２０年以上

19.5%

無回答

1.3%

行っている

84.3%

行っていない

15.7%

 

 

 
  人数 ％ 

管理者 2  1.3  

児童発達支援管理責任者 14  9.4  

児童指導員 31  20.8  

保育士 60  40.3  

作業療法士 14  9.4  

理学療法士 2  1.3  

言語聴覚士 6  4.0  

社会福祉士 4  2.7  

精神保健福祉士 0  0  

公認心理師・臨床心理士 14  9.4  

その他 2  1.3  

計 149  100  

 

 

○ 保育所訪問支援の担当者の経験年数 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

④ 保育所訪問支援における家族支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  人数 ％ 

５年未満 39  26.2  

５年以上１０年未満 31  20.8  

１０年以上１５年未満 37  24.8  

１５年以上２０年未満 11  7.4  

２０年以上 29  19.5  

無回答 2  3.4  

計 149  100  

  事業所数 ％ 

行っている 59  84.3  

行っていない 11  15.7  

計 70  100  
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訪問時に保育

所等で実施

19%

別に時間・場所

を設定し実施

68%

その他

29%

無回答

20%

実施している

36.7%

実施していない

63.3%

 

 

⇒家族支援を行っている場合の形式 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 地域療育等支援事業の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・現在、71.４％の児童発達支援センターが保育所等訪問を実施している。実施先は、保育所 94.3％、幼稚

園 85.7％、認定こども園 67.1％、学校 38.6％、児童養護施設 1.4％となっている。 

・保育所等訪問支援の担当職種は、保育士 40.３％、児童指導員２０．８％、児童発達支援管理責任者９．４％、

作業療法士９．４％、公認心理士・臨床心理士９．４％の順となっている。 

・保育所等訪問支援の担当者は、経験年数５年未満 26.2％、10 年以上 20 年未満 24.8％、５年以上 10

年未満 20.8％、20年以上 19.5％が担っている。 

・地域療育等支援事業については、36.7％が実施している。 

 

 

 

  
事業 
所数 

％ 

訪問時に保育所等で実施 11  18.6  

別に時間・場所を設定し実施 40  67.8  

その他 17  28.8  

無回答 12  20.3  

  事業所数 ％ 

実施している 36  36.7  

実施していない 62  63.3  

計 98  100  
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参加し

ている

30.6%

参加して

いない

69.4%

実施し

ている

43.9%

実施して

いない

56.1%

（４）地域における障害児の発達支援の入口としての相談機能 

① 保健センターの健診や相談に参加していますか。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 「気づき段階」の親子教室を実施していますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 実施している場合、どのような制度を活用していますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  事業所数 ％ 

参加している 30  30.6  

参加していない 68  69.4  

計 98  100  

  事業所数 ％ 

実施している 43  43.9  

実施していない 55  56.1  

計 98  100  

  
事業 
所数 

％ 

発達相談事業の巡回相談 3  7.0  
県や市町村独自の補助金 8  18.6  
地域療育等支援事業 18  41.9  
法人独自で行っている 13  30.2  
相談支援事業の一般相談 6  14.0  

ボランティア 1  2.3  
その他 12  27.9  

発達相談

事業の巡

回相談

7%
県や市町

村独自の

補助金

19%

地域療育

等支援事

業

42%
法人独自

で行って

いる

30%

相談支援

事業の一

般相談

14%

ボラン

ティア

2%

その他

28%
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・保健センターの健診や相談に参加しているかは、30.6％が実施している。「気づき段階」の親子教室は

43.9％が実施している。 

・親子教室を実施している場合の利用している制度は、地域療育等支援事業 41.9％、法人独自でおこなっ

ている 30.2％、県や市町村独自の補助金 18.6％、相談支援事業の一般相談 14％、発達相談支援事業の

巡回相談 7.0％となっている。 
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木村構成員 
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小船構成員 
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中川構成員 
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又村構成員 
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障害児通所支援のあり方に関する意見 

 

令和５年１月２５日 

第８回障害児通所支援の在り方に関する検討会・参考資料 

又村 あおい 

 

 

本資料は、令和３年９月１５日の第６回障害児通所支援の在り方に関する検討

会へ「参考資料」として提出した「障害児通所の方向性に関する整理メモ」（以

下「整理メモ」という。）を基礎としつつ、議論の進捗を踏まえて加除修正した

ものです。 

 

（前提） 

整理メモと変わりません。長い議論を経て取りまとめられた「障害児支援の在り

方に関する検討会」報告書の考え方を、障害通所支援のあり方を検討する際の前

提にすべきと考えます。 

 

（児童発達支援・放課後等デイサービス共通事項） 

（１）類型の整理 

児童発達支援（以下「児発」という。）、放課後等デイサービス（以下「放デイ」

という。）とも、「総合支援型（以下「総合型」という。）」を「特定プログラム特

化型（以下「特プロ型」という。）」という支援上の区分を導入するとともに、子

ども本人の発達支援を重点的に展開する事業所（発達支援型・仮称）と保護者の

就労支援を重点的に展開する事業所（就労支援型・仮称）でも区分が必要と考え

ます。 

この区分については、報酬設定の際に事業所単位とするか、利用児童単位とする

かについて検討することとなります。一例として、事業所単位で整理する場合は

「発達支援型（仮称）」と「家族支援型（仮称）」のように区分し、利用児童単位

で整理する場合は支給決定において「放課後等デイサービス（発達支援）１０日」

「放課後等デイサービス（家族支援）１３日」のように区分する方法が考えられ

ます。 

 

（２）支援時間の長短（特プロ型のあり方） 

支援時間に応じた報酬評価を導入し、１時間単位とする（逆に、短時間支援でも

請求可能とする）ことが適当と考えます。その際、特プロ型については最低単価

になる可能性が高いことから、原則は総合型への併設（総合型の支援時間中に抜

き出しで支援するイメージ）として、実施時には「特プロ加算」で対応すること

が考えられます。一方、特プロ型の単独事業所については専門職配置加算を手厚

く設定することでバランスを取ることも考えられます。 
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（３）家族支援の大幅な拡充 

現行の家庭連携加算に加え、一定の時間をかけて保護者の思いや悩みに寄り添

う「家庭伴走支援（仮称）」を新設すべきと考えます。利用対象者を明確にする

観点からは、たとえば利用開始からの算定上限を設ける方法も考えられます。 

 

（４）インクルージョンの推進 

実施が見込まれる専従要件の緩和に加え、たとえば幼稚園や保育所、放課後児童

クラブとの並行利用や事業所周辺地域の子どもとの交流事業（一例として子ど

も食堂）、地域における一般的な子育て支援サービスや塾、習いごとなどの民間

事業所に対する合理的配慮のノウハウ提供といった、インクルージョンの推進

に資すると思われるメニューを実施した場合に「インクルージョン推進加算（仮

称）」を設定することも有効と考えます。その場合、放課後児童クラブの利用対

象を学区ではなく居住地とする運用も重要となります。 

なお、昨年１２月通知で実施の可能性が広がった保育所における児発の併設で

すが、実施時には必ず自立支援協議会への報告を求める、当該保育所所属児以外

も受け入れることを条件付けるなど、単なる保育所の機能拡充とならないよう

な対応が不可欠と考えます。 

 

（５）いわゆる「塾タイプ」への対応 

いわゆる「塾タイプ」「習いごとタイプ」の事業所については、まず都道府県に

おいて特プロ型との差異を踏まえて支援実態を把握し、「塾タイプ」「習いごとタ

イプ」の事業所を特定することが必要と考えます。その上で、令和６年度からの

障害者差別解消法改正で民間事業所における合理的配慮の提供が義務化される

ことを踏まえ、上記の「インクルージョン推進加算（仮称）」が実現することを

条件として、「塾タイプ」「習いごとタイプ」の事業所については事業所の指定更

新を次回のみとするといった経過措置対応も検討が必要と考えます。 

 

（６）質の向上 

児童指導員の任用資格について、質の向上という観点から見直しが必要と考え

ます。たとえば「実務経験１８０日」の１日当たり勤務時間や勤務内容が考慮さ

れていないといった改善点があります。また、肢体不自由児や重症心身障害児へ

の支援を考えると、介護福祉士の専門性を評価することも必要と考えます。 

 

（７）よりメリハリの効いた報酬体系 

たとえば基本報酬を抑制した上で、個別サポート加算（Ⅰ）を大幅に引き上げる

といった、いわゆる重度障害児の受入が促進される報酬体系とすることが重要

と考えます。 

 

 

（児童発達支援） 

（１）児童発達支援センターの類型化 

児発センターに求められる機能（保育所等訪問支援（以下「保育所訪問」という。）
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や障害児相談の実施、地域の児発・放デイに対するスーパーバイズ・コンサルテ

ーション、インクルージョンの推進）をすべて実施している児発センターを「中

核型（仮称）」、一部のみ実施している児発センターを「一般型（仮称）」として

分別し、報酬評価にも差異を設けるべきと考えます。事業展開の確認は自立支援

協議会が担うことも考えられます。 

 

（２）事業所指定の厳格化 

児発に関しては、乳幼児期という極めて重要な時期を支援することを踏まえ、事

業所の指定要件を厳格化する必要があると考えます。たとえば、事業所指定時に

乳幼児健診やこども家庭センターとの連携体制を確認する（定期的なカンファ

レンス開催見込みなど）、子どもの受入から利用終結までの標準的なスキームを

確認する（子どもや親の意向を踏まえつつ、地域の子育て支援資源へつなぐ意識

があるかどうか）といった対応が考えられます。 

 

（放課後等デイサービス） 

（１）「中核型（仮称）」と「一般型（仮称）」の類型化 

上記の児発センターに求められる機能をすべて満たす放デイを「中核型（仮称）」、

一部のみ実施している放デイを「一般型（仮称）」として分別し、報酬評価にも

差異を設けるべきと考えます。事業展開の確認は自立支援協議会が担うことも

考えられます。 

なお、児発センターがない地域で放デイの「中核型（仮称）」が存在する場合に

は、逆に当該「中核型（仮称）」放デイが地域の児発事業をコンサルテーション

することも考えられます。 

 

（２）就職に向けた支援 

特に中高生年齢の利用児童に対し、学校におけるキャリア教育や職場実習など

と連携して、本人の就業意欲に応える個別支援を提供した際の「就職準備支援加

算（仮称）」を設定することも有効と考えます。 

 

（３）学校休業中の柔軟な職員配置 

放デイの特徴として、夏休みや冬休みといった学校休業中における職員配置の

難しさがあるため、たとえば１年単位の変形労働時間制といった具体的なモデ

ルケースを提示することも有効と考えます。 

 

（４）送迎の効率化 

特に特別支援学校への迎えは現状で極めて不効率かつリソースの浪費となって

います。理想的には学校の送迎バスが事業所を巡回することが望まれますが、車

両サイズの問題で物理的に難しい面もあることから、たとえば近隣事業所によ

る乗り合い送迎を認めるといった効率化が必要と考えます。 
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（保育所等訪問支援） 

（１）支援時間に応じた報酬設定 

現行の保育所訪問の報酬では支援時間の概念がないため、特に支援当初の丁寧

な関わりを評価できる支援時間に応じた報酬設定の導入が必要と考えます。 

 

（２）人材育成 

保育所訪問では、通所してくる子どもへの支援スキルではなく、出向いた際での

幼稚園教諭や保育士に対する支援スキルが求められます。こうしたスキルは一

般的な障害児通所支援従業者の研修内容に含まれていないため、保育所訪問に

従事する職員を対象とした追加研修が必要と考えます。 

 

 

（障害児相談） 

（１）人材育成 

現行の相談支援専門員養成（現任）研修カリキュラムでは、障害児の発達支援を

学ぶ内容が薄いため、専門コース別研修などで追加研修できる体制を整える必

要があると考えます。 

 

 

（２）経過的なコーディネーターの配置 

上記の追加研修体制が整うまでの間については、児発センターもしくは上記の

「中核型（仮称）」放デイへ経過的に「障害児支援コーディネーター（仮称）」を

配置することとし、たとえば体制加算の形で報酬上も評価する必要があると考

えます。 

 

以 上  
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